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為替差額の開示実態と為替差損益が
企業利益に及ぼす影響〔 1 〗
松尾幸正
1.はじめに
為替変動相場制のもとで，企業は為替相場の変動による損益（以下，これ
を「為替リスク」と呼ぶことにしよう）を避けるために， 為替予約，財務戦略の
国際化，対外投資戦略等の種々の対策を実施する。特に， 1985年9月以降の
(I) 
円高経済下においては，為替リスクの回避は企業にとって緊急を要する課題
と言える。言い換えれば，企業活動のなかで為替相場の変動に対処する活動
（以下，これを「為替活動」と呼ぶことにしよう）は，重要な企業財務戦略の一つ
である筈である。円高デフレといわれる昨今，財・サービスの製造・販売を
主たる業務とする企業にあっても，財務戦略は本業の不振をカバーするとい
うような消極的側面だけでなく，将来の持続的発展に財務的支持を与えると
いう積極的な意味でも重大な役割を果たしている。変動する為替相場にいか
に対処するかは，今や，企業財務戦略の重大な問題となっているといえる。
会計の役割は，企業の経済活動に関する情報を提供することにあるのはい
うまでもない。そうであるなら，企業が営む種々の活動のなかで，近年ます
ます重要性の度を高めている為替活動の成果に関する情報を提供すること
は，情報利用者の意思決定を助けるうえで不可欠となるはずである。
(1) 為替リスクの回避に関する方策については，大塚順次郎「為替リスク諸対策と
その問題点」企業会計 第35巻第5号， 1983年5月号に詳しい。
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企業による為替活動の成果に関する会計情報の作成・開示に指針を与えて
いるわが国の現行制度は， 「外貨建取引等会計処理基準」である。本稿の目
的は，わが国の現行「基準」のもとで，企業による為替活動の成果がどの程
度開示されているのか，その実態を明らかにすること，為替差損益が企業利
益に及ぽす影響を実証的に明らかにすること，およぴ「基準」にもとづく為
替差損益が為替活動に関する経済的実態をどの程度明らかにしえているかを
検討することにある。
2.現行「基準」の概要
為替活動に関する会計情報の開示の実態を明らかにするに先立って，その
ような情報の開示に指針を与えている現行のわが国「基準」の内容を，個別
財務諸表における為替差額の開示の領域に限定して一瞥しておこう。
為替相場の変動を企業会計上隠識するにあたり，硯行「基準」の支持する
立場は開示主義であるといわれる。為替変動が企業会計に与える影響には，
外貨建取引に伴って発生した債権・債務の決済に際して生ずる確定的影響
と，取引後決済までに決算日が到来したために，当該外貨建債権債務を決算
日現在の為替レートで換算する際に生ずる暫定的影響とがある。硯行のわが
国外貨建取引会計基準は，為替変動に関する企業会計上の取り扱いについ
て，開示主義のもとに，外貨建取引を財の売買取引とその取引に係る代金決
済取引の二つの取引に分割し，財の価額は取引日の為替レートによって確定
するが，対価としての外貨建債権債務は決済日の為替レートによって確定
し，したがって取引日から決済日までの間に為替相場が変動すれば，外貨建
債権債務に対して為替差損益が隠識されるとの立場を支持している。つま
り，現行「基準」は外貨建取引による対価の決済は，当該取引自体とは切り
離して，対価の決済は独立した財務活動である，との二取引基準を採択して
いるのである。この結果，ー取引基準のように，為替差損益が営業損益に合
められることなく，財務上の損益として処理されることになるが， わが国
「基準」は開示を重視する立場から，為替変動による確定的な影響である為
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替決済差損益のみならず，その暫定的な影響である為替換算差損益をも，特
に，認識・計上することを求めている。
為替変動による暫定的影響を隠識するにしても，そこには一定の限界があ
る，との立場を明確にしているのがわが国「基準」の特徴である。もし，す
べての暫定的影響が謡識されるなら，為替差額を発生させるすべての貨幣項
目が対象とならなければならない。なぜなら，一方では決済額が契約によっ
て確定しており，他方では為替レートについて変動相場制がとられているか
ぎり，実際に決済が行われるまでは，為替相場の変動が企業会計に及ぼす暫
定的影響はすべての貨幣項目について存在するからである。そこには，当該
債権債務が長期であるか，短期であるかの区別は必要ではなくなる。しかし
ながら，このような考え方は，わが国「基準」がとる観点ではない。開示を
重視するにしても，外貨建長期金銭債権債務に係わる暫定的影署は不確実性
が強すぎる，とい見解がわが国「基準」が支持する立場である。
かくして，わが国「基準」が支持しているのは，本店の外貨建貨幣項目お
よび在外支店の外貨表示貨幣項目の換算に際し，貨幣・非貨幣法に流動・非
流動法を加味する方法である。この方法によれば，為替変動が企業会計に及
ぼす暫定的を駆識するために，外貨建短期金銭債権債務には決算日レート法
を適用するが，外貨建長期金銭債権債務については，取得日ないしは発生日
の為替レートで換算することによって，為替変動が当該債権債務に及ぽす暫
定的影響を認識しないことになる。
ただし，為替予約が付されていることにより，決済日における円貨額が確
定している外貨建金銭債権債務については，当該円貨額を付すことになって
いるので，外貨建長期金銭債権債務についても，為替予約が付された場合に
は，取得日ないし発生日の為替相場による換算額と為替予約による換算額と
の間に，差額が生まれることになる。この場合の為替差額は，当該為替予約
を行った日の属する期から決済日の属する期までの期間にわたって合理的な
方法により配分し，各期の損益として処理することになっている。
なお，外貨建長期金銭債権債務について，取得日ないしは発生日の為替レ
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ートによる円換算額を貸借対照表に記載している場合には，為替リスクに関
する情報提供の見地から，外貨建長期金銭債権債務の決算日レートによる円
換算額を貸借対照表に注記することが義務づけられている。
ところで，在外支店の外貨表示財務諸表項目の換算については， わが国
(2) 
「基準」はテンボラル法（属性法）を採用しているので，貨幣項目等のよう
に決算時または将来の価額で記載されている科目については，決算日レート
で換算されるが，棚卸資産，固定資産等の非貨幣性資産のように歴史的価額
で記載されている科目は，取得時の為替レートで換算されることになる。し
かしながら，在外支店の長期金銭債権債務および非貨幣性項目の額に重要性
がなければ，在外支店のすべての財務賭表項目を決算日レートで換算し，そ
の結果生じた換算差額を当期の為替差損益として処理できることになってい
る。
結局，わが国「基準」によれば，個別財務諸表上，為替変動が企業会計に
及ぽす影響が開示されるのは，次のケースである。
① 外貨建金銭債権債務を決済した場合
② 外貨建短期金銭債権債務を決算日レートで換算した場合
⑧ 外貨建長期金銭債権債務に為替予約を付した場合
④ 在外支店の外貨表示財務諸表項目のうち，長期金銭債権債務および非
貨幣性項目を決算日レートで換算した場合
(2) わが国現行制度が支持しているテンポラル法に対して，それは外貨の測定尺度
性ないし支払手段としての機能を軽視しているとの強い批判もある。従来，テン
ポラルを支持してきたアメリカで， 1981年に， FASBがそれまでの立場を全面
改訂して，外貨表示届務諸表の全項目を当時の為替レート，すなわち資産・負債
については決算日現在の為替相場，収益•費用については取引日現在の為替相場
で換算する方法を支持したステイメント第52号を公表したのは周知のとおりであ
る(FinancialAccounting Standards Board, Foreign Currency Translation, 
Statement No. 52 (FASB, 1981)。
わが国では，染谷教授が決算日レート法の強い支持者として名高い（染谷恭次
郎「国際会計一新しい企業会計の領域ー」 （中央経済社，昭和59年））。
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なお，これらのほか，本店の外貨建長期金銭債権債務を取得日ないしは
発生日の為替レートで換算した額を貸借対照表に記載している場合には，
当該債権債務の決算日レートによる円換算額が貸借対照表に注記される。
さて，わが国「基準」による為替差額の開示に関する規制を概観したの
で，次に，この規制にもとづく現実の開示の実態を検討しよう。
3.為替差損益の開示実態
(1) 業界別開示実態
(i)為替差損益の推移
為替相場の変動の影響を受けやすいと思われる業種を選んで，有価証券報
告書に記載されている為替差損益の実態を調査した。調査対象は次の通りで
ある。
業種：石油業，・鉄鋼業，電気機器業，自動車業，精密機械業，および電
力業のうち，東京証券取引所および大阪証券取引所第一部上場企
業
なお，表1に示されいる通り，これらの業界を電気機器業，自動
車業および精密機械業を輸出型業界，石油業，鉄鋼業および電力
業を輸入型業界として 2つの類型に区分した。
(3) 
期間：昭和53年1月～昭和60年12月
表1から次のことが分かる。
① 全般的に開示会社が年々増大する傾向にある。
③ 輸出型業界よりも輸入型業界の方が開示している会社の割合が相当高
い。絶対数に3倍近い開きはあるが，比率の上では，対象期間の8ケ年
を平均した場合，輸出型業界が47.4彩に対し，輸入型業界の場合，開示
(3) この期間を選んだのは， 53年が硯行「基準」施行の前年であること，および本
調査は日経 NEEDS• MICROデー クにもとづいているが， 60年が調査時点で入
手可能な最新のデークであったことによる。急激な円高の直撃を受けた61年を対
象とした調査研究については，近々，他日を期して発表したい。
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表1．業種別為替差撰益
昭和53年 昭和54年 昭和55年書 上場会社数会開社示数1対会社上数比場 会開社示数 会対社上数比場 会開社示数 会対社上数場比
電気機器業界 106 47 “3,. | 50 47.2彩
自動車業界 31 7 22.6彩 7 22.6彩
精密機器業界 18 10 55.6% 10 55.6彩
輸出型業界計 155 64 41.3彩 67 43.2彩
石油業界 ， 6 66.7% 6 66.7彩
鉄鋼業界 37 19 51.3彩 19 51.3彩
電力業界 ， 7 77.8彩 ， 100.0彩
輸入型業界計 55 32 58.2% 34 61.8彩
合 計 210 96 45.7彩 101 48.1彩
〔注）各業種共、東京証券取引所・大阪証券取引所第1部上場会社
(4) 
している会社は上場会社の70.0彩に達している。
48 45.3彩， 29.0彩
11 61.1彩
68 43.9彩
6 66.7彩
22 59.5% ， 100.0% 
37 67.3彩
105 50.0彩
⑧ 電力業界では， 54年（「基準」施行年）以降全社が開示している。
そこで次に，両クイプの業界について，現行の有価証券報告書記載項目の
範囲内で，為替差損益を発生させる最も強い原因項目と考えられるものとし
て，輸出型業界については輸出売上高を，輸入型業界についてはそのほかに
原材料を取り上げ，為替差損益の影轡を最も強く受ける項目として経常利益
を取り上げ，さらに為替差損益が経常利益に及ぼす影響の度合を知るために
営業利益を取り上げて， 8年間の推移を円相場の推移と平行して示したのが
図1-1～図2-4である。図1は輸出型業界，図2は輸入型業界である。
(4) 表1の上場会社数と開示会社数との差に相当する会社について，若千の注意が
必要である。というのは，これらの会社は為替差損益があるにもかかわらず，そ
の事実を開示していない，ということを意味しないからである。なかにはそのよ
うな会社があるかもしれないけれども，国際的財務活動，輸出入活動，在外支店
の設置等の海外活動を全く行ってないために，為替リスクを被る余地のない会
社，あるいは海外活動は盛んであるけれども，それに対応した為替リスクの回避
策が功を奏したために，為替差損と為替差益が相殺された会社も，それらの会社
には含まれていることも考えうるからである。
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開示会社数の推移
昭和56年
会開社数示 対会社上数場比
52 49.1彩
10 33.3彩
11 61.1彩
73 47.1彩
6 66.7% 
25 67.5劣， 100.0% 
40 72,2% 
113 53.8彩
昭和57年
会開社数示 対会社上数比場
54 
11 
11 
76 
6 
26 ， 
41 
117 
億円
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1300 
1200 
1100 
1OO 
900 
800 
700 
50.9% 
45.5% 
61. 1彩
49.0彩
66.7彩
70.3% 
100.0彩
74.5彩
55.7彩
昭和58年 昭和59年
会開社示数1対会社上数場比会開社数示対会社上数比場
57 53.8彩 56 52.8彩
11 45.5% 11 45.5彩
11 61.1彩 11 61.1彩
79 51.o彩 78 50.3% 
6 66,7彩 6 66.7% 
26 70.3% 27 73.o彩， 100.0彩 ， 100.0彩
41 74.5% 42 76.4% 
120 57.1% 120 57,1彩
1413. :1
53 54 55 56 57 58 59 60 
図1-1 輸出型業界
昭和60年
会開社示数対会社上数場比
60 56.6彩
11 45.5彩
11 61.1% 
82 52.9劣
6 66.7彩
26 70.3彩， 100.0% 
41 74.5% 
123 58.6% 
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図1-2 輪出型業界
図1-2と図2-1に示された輸出型・輸入型両業界における為替差損益
の推移を比較して，次の諸点を指摘しうる。
① 両業界における行動様式の特徴が明白に現れている。すなわち，図1
-2のうち輸出型業界における為替差損益の推移を表している図は，円
安局面では為替差益が発生し，逆に円高局面では為替差損が発生する同
業界の行動様式を典型的に表している。これに対して，図2-1は，図
1-2とは逆に，円安局面では為替差損が発生し，円高局面では為替差
益が発生する輸入型業界の典型的なパクーンを反映している。
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図2-2 輸入型業界
R 為替差損益の変動幅が，両業界の間で相当の開きがある。輸出型業界
では最大幅で2億6900万円である。これに対して，輸入型業界の最大幅
は89億9300万円に達する。当然のことながら，変動の向きは対照的であ
る。輸出型業界では，差損から差益に向かっているのに対し，輸入型業
界では差益から差損に向かっている。
両業界共，為替差損益におけるこの最大変動幅は，調査対象期間中，
最も激しい円相場の変動を記録した昭和56年から57年に互る期間に現れ
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図2-3 輸入型業界
ている。因に，この 1年間に，円の対ドル相場は年間平均で28円54銭も
安くなっている。
(ii)為替差額が企業利益に及ぼす影響
次に，為替差損益が両業界の企業利益にどのような影蓉を及ぼしたかを見
ることにしよう。図1-2は輸出型業界における営業利益と経常利益の推移
を示し，図2-2は輸入型業界におけるそれらを示している。
為替差損益が企業利益に及ぼす影響は，両業界で相当遣いがあることが両
図から読み取れる。輸出型業界の場合，為替差損益が経常利益にどれ程影響
を与えているかを読み取るのは難しい。これに対して，輸入型業界の場合，
昭和55年と昭和57年に経常利益に為替差損の影響を明白に読み取ることがで
きる。 55年の場合， 54と較べて，営業利益は若干増大しているにもかかわら
ず，経常利益は減少している。為替差額については， 54年には20億2600万円
の為替差益を稼いでいるのに対して， 55年には逆に21億6300万円の為替差損
を被っているのである。また， 57年には， 56年と較べて．営業利益・経常利
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益とも減少しているが，減少幅が経常利益の方が 3倍近く広い。為替差額
は， 56年における58億円の為替差益から， 57年における32億円の為替差損ヘ
と， 90億円の差損傾向を示している。したがって，輸入型業界の場合，為替
為替差額の開示実態と為替差損益が企業利益に及ぽす影響〔1J (213)37 
差額の動向と経常利益の増減との間に，ある程度の因果性を予測することが
できる。
為替差損益が企業利益に及ぼした影蓉を数値と符号で表したのが， 表2
「業界別為替差損益の推移」である。符号の意味は同表脚注に説明しておい
たが， 「差額」の意味は，いうまでもなく，正味営業外損益である。輸出型
業界の昭和60年を除けば，すべて正味営業外損失を示している。
正味営業外損益の動向と為替差損益の動向は，輸出型業界では必ずしも一
致しないけれども，輸入型業界では完全に符合していることを表2は表して
いる。輸出型業界の場合， 57年以降は正味営業外損益の動向と為替差損益の
動向は一致しているけれども， それまでは一致していない。たとえば， 56年
についてみると，正味営業外損益の対前年比は，損失が 2億3000万円縮小し
ている。つまり， 56年は営業利益の方が経常利益よりも 7億1000万円多かっ
た。言い換えれば，同年の正味営業外損失は 7億1000万円であった。ところ
が，前年の正味営業外損失は 9億4000万円であったから， 56年は55年と較べ
て正味営業外損失が 2億3000万円減小したことになる。他方，為替差額は前
年の55年と較べて差損の方向に向いており，その額は 2億6200万円に達して
いる。すなわち，正味営業外損失は縮小しているのに，為替差額については
差損の傾向を表しているのである。
これに対して，輸入型業界の場合，正味営業外損失の縮小・拡大と為替差
額の差損益傾向は完全に一致している。たとえば， 56年には正味営業外損失
が前年と較べて14億7000万円縮小しているが， その年には為替差額も対前年
比差益傾向が79億5700万円も現れているのである。それとは逆に， 57年には
正味営業外損失が対前年比 116億4000万円も拡大し， 為替差額もその年には
8ケ年で最大の89億9300の差損傾向が現れているのである。
したがって，輸入型業界の場合，為替差損益の動向と正味営業外損益の動
向との間には強い正の相関関係を予想しうるが，輸出型業界の場合には必ず
しもそうではない。輸出型業界の場合，むしろ， 56年以降財テク指向が進展
38(210) 第 32巻第 3 号
表2．業界別為替
ClJ輸出型業界
昭和53年 昭和54年 昭和55年 昭和56年
項 目
実績 1対前年比 実績 1対前年比 実績 1対前年比実績
円相場（円） 210.44 219.14 ↓8.7 226.74 ↓7.6 220.54 ↑ 6.2 
営業利益 83.2 96.8 +13.6 134.5 +37.7 141.7 + 7.2 
・経常利益 ・ 75.5 89.1 +13.6 125.1 +36,0 134.6 + 9.5 
差 額 7.7 7.7 0.0 9.4 $ 1.7 7.1 X 2.3 
為替差損益 -0.93 -0.36 + 0.57 + 0.66 + 1.02 -1.96 - 2.62 
輸出売上高 516.6 532.2 +15.6 676.5 +144.3 869.5 +193.0 
上売上高高輸比出率売 28.38彩 27.33彩 -1.05彩 28.66% +1.33彩 29.97彩+1.31彩
替輸差出売損益上高比率為 -0.18彩 -0.07彩+0.11彩+0.10% +0.17彩 -0.23彩 -0.33彩
原材料費 778.2 860.6 +82.4 1,019.8 +159.2 1,215.3 +195.5 
（注） 1) 「円相場」行の↓印は円安を、↑印は円高を表す。
2) 「差額」行の＄印は拡大を、 X印は縮小を表す。
3) 「為替差損益」行および「輸出売上高為替差損益比率」行、実績欄の
4) 「為替差損益」行および「輸出売上高為替差損益比率」行、対前年比
よび差益比率傾向を表す。
(2)輸入型業界
昭和53年 昭和54年 昭和55年 昭和56年
項 目
実績 実績 対前年比 実績 対前年比 実績 対前年比
円相場（円） 210.44 219.14 ↓ 8.7 226.74 ↓ 7.6 220.54 ↑ 6.2 
営業利益 233.7 462.6 +228.9. . 495.2 + 32.6 758.4 +263.2 
経常利益 88.6 195.7 +107.1 134.0 -61.7 411.9 +277.9 
： 
差 額 145.1 266.9 $ 121.8 361.2 t 94.3 346.5 X 14.7 
為替差損益 + 37.08 +20.26 -16.82 -21.63 -41.89 +57.94 + 79.57 
輸出売上高 816.8 781.7 -35.1 966.0 +184.3 1,058.5 + 92.5 
． 売上上高高輸比出売率 19.03彩 16.79彩 -2.24% 16.65彩 -0.14彩 16.80% +0.15% 
替輸差出売損上益高比為率 +4.54彩+2.59% -1.95% -2.24彩 -4.83彩+5.47彩+7.71% 
原材料費 1,594.3 1,789.2 +194.9 2,457.5 +668.3 2,961.4 +503.9 
注記事項は上表と同じ。
為替差額の開示実態と為替差損益が企業利益に及ぽす影響〔1J (211)39 
差損益の推移
（単位億円）
昭和57年 昭和58年 昭和59年 昭和60年
実績 1対前年比 実績 ！対前年比 実績 1対前年比 実績 1対前年比
249.08 ↓28.54 237.51 ↑11.57 237.52 ↓ 0.01 238.54 ↓ 1.02 
153.1 + 11.4 148.4 - 4.7 168.1 + 19.7 199.8 + 31.7 
147.3 + 12.7 141.6 - 5.7 163.8 + 22.2 213.7 + 49.9 
5.8 X 1.3 6.8 $ 1. o 4.3 X 2.5 -13.9 X 18.2 
+0.73 + 2.69 -1.35 - 2.08 -1.03 + 0.32 + 1.20 + 2.23 
985.8 +116.3 1,025.4 + 39.6 1,182.6 +157.2 1,413.4 +230.8 
30.50彩 + 0.53% 30.77彩 + 0.27% 32.15% + 1.38% 33.31% + 1.16% 
+0.07% + 0.30% -0.13// -0.20% -0.09% + 0.04% +0.08% + 0.17% 
1,279.0 + 63.7 1,305.5 + 26.5 1,496.5 +191.0 1,719.8 +223.3 
ー印は差損および差損比率を、＋印は差益および差益比率を表す。
欄の一印は差損傾向および差損比率傾向を表し、＋印は差益傾向お
（単位億円）
昭和57年 昭和58年 昭和59年 昭和60年
実績 対前年比 実績 対前年比 実績 対前年比 実績 対前年比
249.08 ↓28.54 237.51 ↑11.57 237.52 ↓ 0.01 238.54 ↓ 1.02 
697.5 -60.9 603.1 -94.4 626.4 + 23.3 722.0 + 95.6 
234.6 -177.3 186.1 -48.5 221.1 + 35.0 262.4 + 41.3 
462.9 t 116.4 417.0 X 45.9 405.3 X 11.7 459.6 t 54.3 
-31.99 -89.93 +4.10 + 36.09 +11.54 + 7.44 -5.66 -17.20 
1,287.4 +228.9 1,155.7 -131. 7 1,013.8 - 141.9 1,069.9 + 56.1 
18.47% + 1.67% 18.76% + 0.29% 16.60% -2.16% 16.09% - 0.51% 
-2.48彩 -7.95% +0.35% + 2.83% +1.14% + 1.49% -0.53% -1.67% 
3,110.0 +148.6 3,092.9 -17.1 2,905.7 -187.2 2,970.3 + 64.6 
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し， 60年にはその成果により，遂に，経常利益が営業利益を上回ったこと
を，表2と図1-2は示している。 （続）
